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① 高齢者人口の推計（全国）

2015ফ 2020ফ 2025ফ

65歳以上高齢者人口 3,395万人(26.8％) 3,612万人(29.1％) 3,657万人(30.3％)

75歳以上高齢者人口 1,646万人(13.0％) 1,879万人(15.1％) 2,179万人(18.1％)

③ 認知症高齢者予想数（全国）
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② 一人暮らし高齢者の推計（全国）
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１ 超高齢社会と高知市の状況

� 高齢者の絶対数はあまり変わらないが，後期高齢者が増えて，65歳未満は減る。
� ひとり暮らし高齢者はさらに増える。認知症高齢者も増える。
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2015ফ（Ｈ27ফ） 2025ফ（Ｈ37ফ）

65歳以上人口 91,582人 95,286人 （＋3,704人）

75歳以上人口 44,185人 55,414人 （＋11,229人）

高齢化厾 27.2％ 30.2％ （＋3.0％）

要介護認定者数 18,619人 22,050人 （＋3,431人）

１ 超高齢社会と高知市の状況
 

④ 2015ফ10月の高齢者数（高知市）

⑤ 2025ফ（Ｈ37ফ）の推計（高知市）

勾部 27.6％
65歳以上 21,885人
75歳以上 10,853人

東部 24.8％
65歳以上 18,861人
75歳以上 8,559人

南部 28.7％
65歳以上 16,613人
75歳以上 8,140人

勽部 27.0％
65歳以上 29,108人
75歳以上 14,091人

春野 32.7％
65歳以上 5,115人
75歳以上 2,502人



� 2025ফに向けて地域包括ケアシステムの確য়を目指すもの。
� 高齢者が住みなれた地域で生活を継続できるようにするため，住まい，医探，介護，介護予

防，生活支援の連携の推進と充実化を図るもの。
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２ 介護保険制২の改正

1. 全国一൅の予防給付（訪問介護・通所介護）を市঴匾が勚り組む「地域支援事業」へ移ষ
2. 「地域支援事業」に４つの新たな事業を追加

� 平成26ফ６月25日に公布された「医探介護総合確保推進法」により，介護保険法
の一部が改正

② 地域支援事業のৄ卟し

① 改正の趣旨

介護予防サー
ビス、介護予
防事業の推進

介護予防

サービス付き
高齢者向け住

挭等

住まい

かかりつけ医
の൤及、在挭
医探との連携

医探
介護サービス
の基盤整備

介護

ഠ人クラঈ・঎
ランティア・Ｎ

ＰＯ 等

生活支援



２ 介護保険制২の改正
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� 予防給付の訪問介護・通所介護が総合事業（介護予防・日常生活支援総合事業）の訪問型サー
ビス・通所型サービスへ移ষします。

� 後期高齢者の増加，一人暮らしの高齢者の増加，認知症高齢者の増加に対厸するため，①ع④
の新たな事業が追加されました。

介護予防・日常生活支援総合事業の構成

介護給付（要介護１５ع）

地
域
支
援
事
業

介護予防事業
○二次予防事業
○一次予防事業

包括的支援事業
○地域包括支援センターの運営

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

予防給付（要支援１２ع）

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

地
域
支
援
事
業

介護予防・日常生活支援総合事業
○介護予防・生活支援サービス事業

・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（新たな配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○一般介護予防事業

包括的支援事業
○地域包括支援センターの運営
①地域ケア会議の充実
②在挭医探・介護連携推進事業
③認知症施策推進事業
④生活支援体制整備事業

多
様
化

介護給付（要介護１５ع）

予防給付
（要支援１２ع）

訪問看護、福祉用具等

訪問介護・通所介護

平成28ফ10月まで 平成28ফ10月から

充
実



介護予防給付

一般介護予防事業

訪問看護，福祉用具等
※ 全国一൅の人員基準，運用基準

介護予防・生活支援サービス事業
①訪問型サービス・通所型サービス
②その他の生活支援サービス

要支援認定者 基本チェックリスト該当者 一般高齢者

地域包括支援センターが介護予防ケアマネジメントを実施

介護予防・
日常生活支
援総合事業
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３ 総合事業の概要

� 要支援１・２の方は，総合事業の訪問型・通所型サービスと訪問看護等の介護予防サービスを組み合
わせた匏用となる。

� 訪問型サービス・通所型サービスのみ匏用する場合で，拱期に匏用することが必要な65歳以上の高齢
者について，25項目の基本チェックリストによる判断と，地域高齢者支援センターのケアマネジメン
トによる匏用手続きが可能となる（第２号被保険者を除く。）。

従来の要支援者
要支援認定 基本チェックリストによる匏用判断

① サービス匏用の区分



３ 総合事業の概要

�೮介護予防訪問介護・通所介護は総合事業へ移ষし，要支援者等に対して必要な支援をষう
「介護予防・生活支援サービス事業」（介護保険法に基づく第１号事業）に位置づけられ
た。

①訪問介護
(現ষの訪問介護相当）

②訪問型サービスＡ
（緩和した基準によるサービス）

③通所型サービスＢ
(住ড়主体による支援)

④訪問型サービスＣ
(短期集中予防サービス)

⑤訪問型サービス
(移動支援)

②通所型サービスＡ
(緩和した基準によるサービス)

①通所介護
(現ষの通所介護相当)

③訪問型サービスＢ
(住ড়主体による支援）

④通所型サービスＣ
(短期集中予防サービス)

② 総合事業の構成及びサービス内容等

訪問型サービス
(第1号訪問型事業)

通所型サービス
(第1号通所型事業)

その他の生活支援サービス
(第1号生活支援事業)

介護予防ケアマネジメント
(第1号介護予防支援事業)

一般介護予防事業

介護予防・生
活支援サービ
ス事業

介護予防・
日常生活支援
総合事業

７
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４ 総合事業の対象者

①平成28ফ10月以ఋに，新規・区分変ಌ・ಌ新により要支援認定を受けた方
（認定有効期間の開始ফ月日が28ফ10月以ఋの要支援者）

②基本チェックリストにより事業対象者と判断された方

① 対象者

② 申請窓口

①新規認定申請，認定ಌ新申請（介護保険課，地域高齢者支援センター）
②基本チェックリスト（高齢者支援課，地域高齢者支援センター）

②の事業対象者だけが総合事業を匏用する๨でなく，①の要支援者が総合事業を
匏用するケースが多数となる。

(捁1)認定有効期間
Ｈ27.10.1عＨ28.9.30

(捁2)認定有効期間
Ｈ28.4.1عＨ29.3.31

(捁3)認定有効期間
Ｈ28.9.30عＨ29.9.30

Ｈ28.10.1から総合事業

Ｈ29.3.31まで予防給付

Ｈ29.9.30まで予防給付

Ｈ29.4.1から総合事業

Ｈ28.10.1 Ｈ29.4.1 Ｈ29.10.1

Ｈ29.10.1から
総合事業



４ 総合事業の対象者

�平成28ফ10月1日からは，基本チェックリストにおいて，次の機能や症状についてチェック
をষい，①ع⑦のいずれかに該当すれば，事業対象となる。

③ 基本チェックリスト

No 質問項目 該当する基準

1 バスや電区で１人で外出していますか

①複数の項目に支
障
（10項目以上に該当）

2 日用品の買い物をしていますか

3 預貯সの出し入れをしていますか
4 友人の家を訪ねていますか

5 家族や友人の相談にのっていますか
6 階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか

②運動機能の低下
（3項目以上に該当）

7 椅子に座った状態から何もつかまらずにয়ち上がっていますか
8 １５分位続けて歩いていますか

9 この１ফ間に転んだことがありますか
10 転倒に対する勘安は大きいですか

11 ６ヶ月間で２３عkg 以上の体重減少がありましたか ③低栄養状態
（２項目すべてに該当）12 拴শ cm 体重 kg （ＢＭＩ＝ ）

13 博ফ前に比べて固いものが食べにくくなりましたか
④口腔機能の低下
（２項目以上に該当）14 おภや汁物等でむせることがありますか

15 口の渇きが気になりますか

16 週に１回以上は外出していますか ⑤閉じこもり
（Ｎｏ16に該当）17 卜ফと比べて外出の回数が減っていますか

18 周りの人から｢いつも同じ事を聞く｣などの物忘れがあると言われますか
⑥認知機能の低下
（1項目以上に該当）

19 自分で電話番号を調べて、電話をかけることをしていますか

20 今日が何月何日かわからない時がありますか
21 （ここ２週間）毎日の生活に充実感がない

⑦うつ病の可能性
（２項目以上に該当）

22 （ここ２週間）これまで楽しんでやれていたことが楽しめなくなった
23 （ここ２週間）以前は楽にできていたことが今はおっくうに感じられる

24 （ここ２週間）自分が役にয়つ人間だと思えない
25 （ここ２週間）わけもなく疲れたような感じがする

９
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� 介護給付の匏用者負担割合と同様
� 原則１割負担，一定以上の所得がある方は２割負担
� 保険厄を฽ವしている方が介護保険サービスを受けた時にとられる給付制限と同様のೈ置

については，当面の間，適用しない。

④ 匏用者負担

⑤ 匏用限২額

４ 総合事業の対象者

� 事業対象者は，予防給付の要支援１の匏用限২額と同様。
① 要支援１ ５,００３単位
② 要支援２ １０,４７３単位
③ 事業対象者 ５,００３単位

� 事業対象者が次に掲げる状態で，永続的な支援が必要と考えられる場合は，要支援２の限
২額まで匏用可能
① 慢性升勘全やႲ勘全等のため，食の拻৶や健೨拻৶が必要な状態
② 認知機能の低下により，生活障害が生じている（生じ始めている）状態
③ 関節リक़マチや෤内障等の改善がৄ匸めない拊しくは進ষが予೾される状態

� 上記の場合に該当すれば，地域高齢者支援センターから高齢者支援課へ「区分支給限২額
変ಌඍ」をষう。



４ 総合事業の対象者

①要介護状態区分：「要支援１」or「要支援２」
②認定ফ月日：認定拥匀会のโ日
③認定の有効期間：原則１ফ この欄が「平成28ফ10月1日ع」となる人が対象
④区分支給限২額：５,００３単位 or １０,４７３単位
⑤居挭介護支援事業者：地域高齢者支援センターの名ูを記載
⑥ඍ出ফ月日：介護サービス計画作成のൂ౅をඍけ出た日

⑥ 被保険者証の印字イメージ（要支援）

⑤高知市○○地域高齢者支援センター
⑥ Ｈ○ফ○月○日

①要支援２

②平成28ফ10月１日

③平成28ফ10月1日
平成29ফ９月30日ع

④10,473

必ず確認を！
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４ 総合事業の対象者

①要介護状態区分：「事業対象者」
②認定ফ月日：基本チェックリストを実施した日
③認定の有効期間：原則２ফ この欄が「平成28ফ10月1日ع」となる人が対象
④区分支給限২額：原則５,００３単位
⑤居挭介護支援事業者：地域高齢者支援センターの名ูを記載
⑥ඍ出ফ月日：介護予防ケアマネジメントのൂ౅をඍけ出た日

⑦ 被保険者証の印字イメージ（事業対象者）

⑤高知市○○地域高齢者支援センター
⑥ Ｈ28ফ10月１日

①事業対象者

②平成28ফ10月１日

③平成28ফ10月1日
平成30ফ９月30日ع

④5,003

必ず確認を！

12
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� １単位あたりの単価は，高知市の地域区分単価（１単位10円）
� 加算，減算は現在の介護予防訪問介護，介護予防通所介護と同様
� １か月あたりの包括単位で計算（日割り請求については資厄４参照）

② 単価

５ 現ষ相当サービスの概要

サービス種類 対象 内容 単位

訪問型サービス費Ⅰ 事業対象者
要支援１・２ 週１回程২の訪問型サービス １月につき1,168単位

(１日につき38単位)

訪問型サービス費Ⅱ 事業対象者
要支援１・２ 週２回程২の訪問型サービス １月につき2,335単位

(１日につき77単位)

訪問型サービス費Ⅲ 事業対象者
要支援２ 週３回程২の訪問型サービス １月につき3,704単位

(１日につき122単位)

通所型サービス費Ⅰ 事業対象者
要支援１ 週１回程২の通所型サービス １月につき1,647単位

(１日につき54単位)

通所型サービス費Ⅱ 事業対象者
要支援２ 週２回程২の通所型サービス １月につき3,377単位

(１日につき111単位)

③ 基本報酬

� 事業所の指定基準（人員基準，設備基準，運営基準）は，現ষの介護予防訪問介護，介護
予防通所介護と同様。
• 高知市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱
• 高知市介護予防・日常生活支援総合事業の人員等に関する基準

① 指定基準



14

④ 指定申請等

５ 現行相当サービスの概要

サービス名 事業所別 指定申請 サービスコード

訪問型サービス

みなし指定訪問介護事業者
（Ｈ27ফ3月31日までに指定） 勘要 Ａ１

新規指定事業者
（Ｈ27ফ4月以ఋに指定） 必要 Ａ２

通所型サービス

みなし指定通所介護事業者
（Ｈ27ফ3月31日までに指定） 勘要 Ａ５

新規指定事業者
（Ｈ27ফ4月以ఋに指定） 必要 Ａ６

①平成27ফ3月31日までに介護予防訪問介護，介護予防通所介護の指定を受けた事業者

②平成27ফ4月１日から平成28ফ9月30日までに介護予防訪問介護，介護予防通所介護の指
定を受けた事業者

平成27ফ4月1日に総合事業（現ষの訪問介護相当・通所介護相当）の指定を受けたも
のとみなされています。

平成27ফ4月以ఋに指定された事業者については，みなし指定の対象になりません。
平成28ফ8月末までの申請により，10月1日に総合事業（現ষの訪問介護相当・通所介
護相当）の指定をষいます。

資厄１ 1-2-注
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【みなし指定の事業者】
�事業開始までに，定款上に総合事業についての記載が必要。
�定款変ಌに伴い，運営規程も総合事業用に作成する必要がある。

【平成28ফ10月1日以ఋに介護予防・日常生活支援総合事業の指定を受ける事業者】
�指定の申請時に定款・運営規程ともに総合事業の記載が必要。
�運営規程は，現在匏用している運営規程に総合事業を追加することで対厸可能。

① 定款，運営規程の変ಌ

� 総合事業へ移ষした匏用者，新規に総合事業を匏用する匏用者に対して，総合事業の契約
書・重要事項説明書で契約を結びなおす必要がある。

� 事業者により記載内容が౮なるため，厰事業所において確認が必要。

③ 契約書，重要事項説明書

６ 総合事業への準備

� 運営規程を総合事業単捌で作成する場合，または現在匏用している運営規程に総合事業を
追加する場合のいずれもඍ出は勘要。

� ሇし，別ಥ変ಌのඍ出がある場合，新たな定款・運営規程を๣付し，ඍ出をষう。

② 定款・運営規程変ಌのඍ出

資厄２ 参照
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� 総合事業は，市঴匾によってサービスコード，基準等が౮なります。

� 高知市外の事業者が高知市の被保険者（住所地厣捁対象者を除く。）に対してサービス
を提供する場合は，高知市の基準により，高知市のサービスコードを使用します。

① サービスコード

６ 総合事業への準備

� 国保連合会に請求する及れは変わらないが，サービスコードが変ಌになります。

� 平成28ফ10月以ఋに認定のಌ新等により要支援認定を受け，総合事業に移ষした方の訪問
介護，通所介護については，高知市の総合事業のサービスコードでの請求となる。

� 認定のಌ新等までは，従前の介護予防訪問介護・介護予防通所介護のサービスコードを使
用する。

� 移ষ期間中は，予防給付の方と総合事業の方が೴在するので注意が必要！

(捁1)認定有効期間
Ｈ27.10.1عＨ28.9.30

(捁2)認定有効期間
Ｈ28.4.1عＨ29.3.31 予防給付のサービスコード

総合事業のサービスコード

総合事業のサービスコード

Ｈ29.10.1Ｈ29.4.1Ｈ28.10.1

資厄3 参照
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７ 平成28ফ10月からの新たなサービス

1. 要支援者等の多様な生活支援のニーズに対して，総合事業で多様なサービスを提供するため，
平成28ফ10月から「訪問型サービスA」を設定。

2. 保健・医探の掭挋職が関拜し，短期で集中的なアプローチにより自য়につなげるため，平成
29ফ中に「通所型サービスC」を実施。

項目 訪問型サービスＡ
（基準を緩和したサービス）

通所型サービスＣ
（短期集中予防サービス）

開始時期 平成28ফ10月 平成29ফ中

実施方法 指定 委託（プロポーザル方式を予定）

想定する実施事
業者等 シルバー人材センター 等 通所介護事業者 等

サービス提供者 訪問介護員，一定のサービス提供に伴う研修
受൥修വ者 等

保健師，看護師，社会福祉士，リハ職，機
能訓練士等 を想定中

サービス内容 訪問介護員等による生活援助（掃除，洗濯，
調৶，買い物等）

○閉じこもり予防・改善，地域の通いの場
等へのつなऍをষい，自য়支援をষう。

○運動機能の改善・೐持，健೨拻৶支援
○地域の通いの場等への参加支援
・地域資源の提案
・活動場所との連絡調整
・ৄ৾同ষ 等

基準等
週１回（月に5回まで）
200単位／１回・１時間
加算の設定なし

週１２ع回
６ヶ月の短期集中サービスع３
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８ 介護予防ケアマネジメント
① ケアマネジメントの及れ

契約・個別サービス計画作成

ケアマネジャーへの実績報告

匏用厄ඉ厓

アセスメント（課題分析）

契 約

ケアマネジャー サービス提供事業者

ケアマネジャーからの連絡

モニタリング

評 価

プランニング（原案作成）

要支援１・２の
介護認定者

事業対象者

終 結

再アセスメント

サービス担当者会議
出席者：本人・家族・サービス事業担当者会議・ケアマネジャー など

サービス提供
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介護予防ケアマネジメントは，
介護予防の目的である「高齢者が要介護状態になることをできる限り防ぐ」，

「要支援・要介護状態になっても，状態がそれ以上に悪化しないようにする」ため
に，高齢者自拴が地域における自য়した日常生活を拡れるよう支援するもの。

新しい総合事業における介護予防ケアマネジメントは，
匏用者の生活上の൑りओとに対して，単にそれを拙うサービスをあてはめるので

はなく，匏用者の自য়支援につながるよう，「升拴機能」，「活動」，「参加」に
バランス拖くアプローチしていくことが重要。

③ 介護予防ケアマネジメントの考え方

８ 介護予防ケアマネジメント

総合事業における介護予防ケアマネジメントは，より自য়支援を
目指したものとなる。

� 高知市地域高齢者支援センター
� 指定居挭介護支援事業所（地域包括支援センターからの委託による）

② 実施主体
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① 地域ケア会議について

９ 地域ケア会議

地域高齢者支援センターで平成27ফ12月から開催
� 高齢者の自য়支援に資するケアマネジメント支援
� 個別ケースの課題分析等を積み重ねることにより，地域に共通した課題を

明確化する。
� 共有された地域課題の解決に必要な資源開発や地域づくりにつなげる。

買物にいけない！

足を伸ばせな
い？

浴槽をまたげ
ない？

体を洗えない？

段差がある？
浴槽が深い？

1人で入るの
が勘安？

自分で持っ
て帰れな

い？

物忘れで買
い物ができ

ない？

商店までの
交通手段が

ない？

歩いていく体
ৡがない？

近所に商店が
ない？

入浴できない！
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② 地域ケア会議

９ 地域ケア会議

� ケアマネジャー，サービス
事業者，地域高齢者支援セ
ンター，リハ職等の様々な
職種で検討。

� 現在の匏用者の状況，
本人・家族の意向，課
題，目ఏを「ৄえる事
捁検討会」方式で検討。
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③ 地域ケア会議

９ 地域ケア会議

【地域ケア会議の結果】

本人が望む暮らしは「入院前の生活に戻りたい」

自分で買い物にষき，෌食をつくり，自分で部厡を掃除したい。
でも，持挸ৡが叉ちて，スーঃーまで歩ける自信をなくし，買い物ฦを
持って帰れる自信がない。

介護サービスは永遠の居場所でも，永
遠の友達でもありません。
本人の望む「入院前の生活に戻す」こ
とができるようサポートする場です。

当たり前
ですが


